
小学校への少人数学級編制導入後 ３年後
実施校学力（全国標準学力検査ＮＲＴ）
の平均が、導入前と比較して向上し、
その後も高い水準を維持し続けた。
追跡調査を続けた子どもたちは、平 全国学テ

成２０年度（中学校３年生時）の全国 国語で

学力・学習状況調査で、全国４位（国 全国４位

語）という結果であった。
◇文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査結果」より ◇県独自調査「児童の欠席日数調査」より

不登校の出現率が、導入前は全国平
均と同じであったが、Ｈ１３年のやま
びこプラン（少人数指導加配教員の配
置）、Ｈ１４の少人数学級導入後に下
がり、その後も低い水準を維持してい
る。また、欠席率も低下した。

◇効果が生まれた要因
制度が変わり→教員の意識が変わり→そして、授業が改善され、「効果」が生まれた。

＋ ＋

出典：第 1 回 今後の学級編制及び教職員定数の改善に関する有識者ヒアリング（平成 22 年 4 月 19 日実施） 長南博昭氏（山形県教育委員会教育委員長）提出資料
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「少人数学級」導入（Ｈ１４～）

①少人数学級編制

○教室にゆとり

○心にゆとり

○担任業務にゆとり

②教員の意識

○耳を傾けよう

○声をかけよう

○手をかけよう

③少人数学級の利点を活かした授業改善

国

語

全

国
算

数

導入前

単位％ 欠席率の変化（児童一人の年間欠席数の平均）

－中学校３年生－

日
全国

山形

出現率0.1＝1人／1000人 出現率0.24＝１万人の中で24人不登校

山形県における「少人数学級編制」の効果



一学級当たり児童生徒数 ［国際比較］
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前期中等教育OECD平均23.4人

初等教育OECD平均21.4人

国公立学校での平均学級規模（2007年）は、初等教育28.1人、前期中等教育33.0人であり、OECD平均を上回り、
もっとも高い国の一つ。
（日本の数値が、学校基本調査に基づく数値と異なるのは、各国間比較のため特別支援学級を除いていることなどによる）

OECD 「図表で見る教育（2009年版）」 表 D2.1
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前期中等教育OECD平均13.2人

初等教育OECD平均16.0人

19.0 14.8

教員一人当たり児童生徒数 ［国際比較］

前期中等教育のうち、アイルランド、オーストラリア、オランダ、ルクセンブルグ、ロシアは中等教育合計の数値を使用した

日本の国公私立学校での教員１人当たり児童生徒数（2007年）は、初等教育19.0人、前期中等教育14.8人であり、
OECD平均を上回る。
（日本の数値が、学校基本調査に基づく数値と異なるのは、各国比較のため校長・教頭を除いていることなどによる）

OECD 「図表で見る教育（2009年版）」 表 D2.2



学級規模の基準［国際比較］

文部科学省調査

（公立）

学級編制基準学校種

40人（上限）
40人（上限）
40人（標準）

小学校
中学校
高校

日本

（標準）（範囲）
第1-4学年

 

24人

 

18-30人

第5-10学年

 

24人

 

18-30人
第5-10学年

 

28人

 

26-30人

基礎学校
中等教育

ﾊｳﾌﾟﾄｼｭｰﾚ
ｷﾞﾑﾅｼﾞｳﾑ

ドイツ
（ﾉﾙﾄﾗｲﾝ・

 
ﾍﾞｽﾄﾌｧｰﾚﾝ州

 
の場合）

なし（児童数と地域事情に応じて、国の地方事務所（県レベル）が教員数と

 
１学級当たり平均児童数を決定。教員当たり平均児童数は17-20）

なし（生徒数と地域事情に応じて、国の地方事務所（地域圏レベル）が教員

 
数を決定。教員当たり平均生徒数はコレージュで21-24人）

幼稚園・小学校
中等学校

前期・ｺﾚｰｼﾞｭ
後期・ﾘｾ

フランス

第1-2学年

 

30人（上限）
第3-6学年

 

なし
なし

小学校

中等学校
イギリス

（上限）
就学前教育～第３学年

 

24人
第４学年

 

28人
第５～６学年

 

29人
第７～12学年

 

31人

初等・中等学校

※

 

初等学校、中等学校の在学
年数は州によって異なる

アメリカ
（ｹﾝﾀｯｷｰ州

 
の場合）



公立小・中学校の学級規模別の在籍児童生徒数（平成２１年５月１日）

（学校基本調査）

【36人以上】

126.4万人
(18.6%)

【31～35人】

242.4万人
(35.7%)

【21～30人】

271.1万人
(39.9%)

【20人以下】

40.0万人
(5.9%)

児童生徒数 20人以下

　　〃　　 21～30人

　　〃　　 31～35人

　　〃　　 36人以上

小学校

【36人以上】

129.8万人
(39.8%)

【31～35人】

137.5万人
(42.1%)

【21～30人】

54.5万人
(16.7%)

【20人以下】
4．8万人
(1.5%)

中学校



公立小・中学校の学級規模別の在籍児童生徒数（平成21年５月１日現在）

低学年

【36人以上】
18.5万人
(8.3%)

【31～35人】
73.3万人
(32.9%) 【21～30人】

114.9万人
(51.5%)

【20人以下】
16.4万人
(7.4%)

中学年

【36人以上】
52.3万人
(23.1%)

【31～35人】
83.7万人
(37.0%)

【20人以下】
11.7万人
(5.2%)

【21～30人】
78.5万人
(34.7%)

高学年

【36人以上】
55.6万人
(24.1%)

【31～35人】
85.3万人
(37.0%)

【21～30人】
77.7万人
(33.7%)

【20人以下】
11.8万人
(5.1%)

小学校

１年

【36人以上】
33.3万人
(30.8%)

【31～35人】
49.4万人
(45.6%)

【21～30人】
24.0万人
(22.1%)

【20人以下】
1.7万人
(1.6%)

２年

【36人以上】
45.7万人
(42.9%)

【31～35人】
44.2万人
(41.5%)

【21～30人】
15.1万人
(14.2%)

【20人以下】
1.6万人
(1.5%)

３年

36人以上
50.8万人
(45.5%)

【31～35人】
43.9万人
(39.3%)

【21～30人】
15.4万人
(13.8%)

【20人以下】
1.5万人
(1.3%)

20人以下
21～30人
31～35人
36人以上

中学校



学級規模別の在籍者数・専門スタッフの割合の国際比較

○学級規模別の在籍者数
（日：平成21年度学校基本調査

 

英：DCSF:Schools,Pupils,and their Characteristics,January 2009）

小学校

30人以下
45.8%

36人以上
18.6%

31人～35人
35.7%

日本 ｲﾝｸﾞﾗﾝﾄﾞ

30人以下
87.7%

31人～35人
11.2%

36人以上
1.1%

中学校

30人以下
18.2%

36人以上
39.8%

31人～35人
42.1%

日本 ｲﾝｸﾞﾗﾝﾄﾞ

30人以下
89.6%

31人～35人
10.1%

36人以上
0.3%

教員,
57%

教員以
外の専
門スタッ
フ, 43%

教員,
80%

教員以
外の専
門スタッ
フ, 20%

日本
（※）

○初等中等教育学校の教職員総数に占める教員以外の専門スタッフの割合

出典：平成２０年度学校基本調査、”Digest of Education Statistics 2008”、“School Workforce in England January 2009”

※日本は小・中学校に関するデータ

教員,
57%

教員以
外の専
門スタッ
フ, 43% イギリスアメリカ
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万人 ﾋﾟｰｸ
S３３年

1,840万人 S５７年
1,722万人

H21年速報
1,026万人

(ピーク時から▲44%) H31年見込
906万人

(ピーク時から▲51%)

第１次 第２次 第３次 第５次 第６次 第７次

「学校基本調査」

（公立小中学校）

0▲48,20021,44862,98816,731▲16,27716,000差引

▲26,900▲78,600▲57,93238,610▲11,801▲77,960▲18,000自然減

26,90030,40079,38024,37828,53261,68334,000改善増

４０人４５人５０人学級編制

(H13～17)(H5～12)(S55～H3)(S49～53)(S44～48)(S39～43)(S34～38)

第７次第６次第５次第４次第３次第２次第１次

児
童
生
徒
数

※H21の児童生徒数は学校基本調査速報値、H22以降の児童生徒数は出生数を基に推計した数。

第４次

小学校

中学校

○4年前との比較
（平成17年度）　　（平成21年度）
　1,048.4万人　→　1,031.6万人
　　　　　　（年率平均△0.4％）
○6年後（見込み）との比較
（平成21年度）　　（平成27年度）
　1,031.6万人　→　  961.9万人
　　　　　　　（年率平均△1.1％）

○過去の学級編制基準の引下げ(第2次(50人→45人)、第5次(45人→40人))は、児童生徒数の減少

に伴う教職員定数の自然減を活用し、財政負担をできるだけ抑制しつつ実現。

○近年、児童生徒数は微減(年率△0.4％)で推移してきたが、今後は年率△1％程度の減少が見込ま

れる。

定数改

 

善計画



　【文部科学省調べ】 〈合　計〉

〈小学校〉

〈中学校〉 201,682人 44.3歳

555,174人 44.4歳

353,492人 44.4歳

公立小・中学校年齢別教員数 (23.3.31)

4,915

6,528

8,386
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40歳(平成42年度退職）

41歳(平成41年度退職）
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44歳(平成38年度退職）
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52歳(平成30年度退職）
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57歳(平成25年度退職）
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59歳(平成23年度退職）

60歳(平成22年度退職）

61歳以上

(人)

小学校

中学校



今後の学級編制及び教職員配置について（最終報告）（抄）
【平成17年10月３日 教職員配置等の在り方に関する調査研究協力者会議】

２．今後の取組み

（２）具体的方策

②教職員定数の改善

ｂ）諸課題への対応

ア．学習指導の充実

今後、学習指導における少人数教育を一層充実させ、児童生徒に対する個

に応じたきめ細かな指導が徹底される体制づくりを行う必要がある。

具体的には、第７次公立義務教育諸学校教職員定数改善計画の完成により、

基本３教科において 20 人程度の学習集団を構成・指導することが可能とな

っているが、この取組みを一層進め、より多くの教科において少人数指導等

が可能となるようにすべきである。

また、生活環境や学習環境が著しく変化する小学校低学年において、しっ

かりと生活習慣や学習態度を身につけさせることがその後の学校生活に大き

な影響を与えるということが指摘されており、このようないわゆる「小１プ

ロブレム」などの課題に焦点を絞った対応が必要である。実際、小学校低学

年の場合、学級とは別に学習集団を作るよりも、基本的な生活習慣や学習態

度の育成のために生活集団と学習集団を一体として少人数化を図ることが効

果的と考えられる。このため例えば 35 人学級などの少人数学級編制や副担

任など教員の複数配置による指導などが可能となる教職員配置とすべきであ

る。

さらに、新学習指導要領の下に導入された総合的な学習の時間については、

学校現場の判断により様々な取組みが可能となり、各学校の児童生徒の実情

に応じたきめ細かな指導が可能になったという評価がある。その一方で、校

外における社会体験、見学や調査、地域の人材活用など渉外を伴う準備に教

員が不慣れであったり、総合的な学習の時間に対する準備に教員の負担感は

大きなものがあるとの声も上がっている。総合的な学習の時間がその目的を

十分に果たして有効に活用されるよう、総合的な学習の時間についての総合

的な企画・調整を担う教職員の配置を可能とすべきである。



【小学校】

昭和34年 昭和39年 昭和44年 昭和49年 昭和55年 平成５年 平成13年 平成21年

学級数 11,726学級 10,136学級 10,428学級 10,101学級 8,806学級 7,047学級 7,032学級 5,993学級

在籍児童数 301,354人 175,784人 139,925人 107,711人 80,370人 59,929人 55,416人 48,646人

【中学校】

昭和34年 昭和39年 昭和44年 昭和49年 昭和55年 平成５年 平成13年 平成21年

学級数 674学級 384学級 318学級 268学級 322学級 286学級 247学級 194学級

在籍生徒数 15,688人 7,419人 4,504人 2,061人 2,336人 1,760人 1,449人 1,122人

（学校基本調査報告書）

第１次 第２次 第３次 第４次 第５次 第６次 第７次

(S34～S38) (S39～S43) (S44～S48) (S49～S53) (S55～H3) (H5～H12) (H13～H17)

２学年の児童で
編制する学級

35人 25人 22人 20人 18人 16人 16人

３学年　〃 35人 25人 15人 － － － －

４・５学年〃 30人 25人 － － － － －

すべての学年〃 20人 15人 － － － － －

２学年の生徒で
編制する学級 35人 25人 15人 12人 10人 8人 8人

すべての学年〃 30人 25人 － － － － －

複式学級数及び在籍者数の推移

複式学級の学級編制標準の改善経緯

※１　飛び複式学級を編制することとなる場合（例：２年生が在籍していないため、１年生と３年生で複式学級を編制）に
　　あっては、一方の学年の人数が８人(１年生を含むものは４人)を超える場合は、複式学級を編制しない。

※２　飛び複式学級を編制することとなる場合にあっては、一方の学年の人数が４人を超える場合は、複式学級を編制しない。

中

学

校

小

学

校

1年を含む
場合
12人

1年を含む
場合
10人

1年を含む
場合
8人

1年を含む
場合
8人

※１ ※１

※２ ※２



【17人～】
22学級
0.4%

【13～16人】
1,113学級
18.6%

【9～12人】
1,349学級
22.5% 【5～8人】

2,165学級
36.2%

【2～4人】
1,336学級
22.3%

【9人～】
16学級
8.3%

【7～8人】
51学級
26.6%

【5～6人】
46学級
24.0%

【2～4人】
79学級
41.1%

【9人～】
139学級
0.4%【7～8人】

1,818学級
6.3%

【5～6人】
5,494学級
19.0%

【3～4人】
8,777学級
30.3%

【1～2人】
12,752学級

44.0%

【9人～】
79学級
0.6%【7～8人】

928学級
7.2%

【5～6人】
2,236学級
17.2%

【3～4人】
3,816学級
29.4%

【1～2人】
5,910学級
45.6%

複式学級の在籍者数別学級数

特別支援学級の在籍者数別学級数

1学級当たり児童数
8.1人

1学級当たり生徒数
5.8人

小学校 中学校

1学級当たり児童数
3.2人

1学級当たり生徒数
3.2人

小学校 中学校



【特別支援学級】

昭和34年 昭和39年 昭和44年 昭和49年 昭和55年 平成５年 平成13年 平成21年

1,504学級 4,616学級 8,635学級 12,470学級 14,295学級 14,605学級 19,005学級 29,015学級

(0.5%) (1.7%) (3.1%) (4.1%) (4.1%) (4.8%) (7.1%) (10.6%)

706学級 2,332学級 5,733学級 7,064学級 6,702学級 6,947学級 8,638学級 12,987学級

(0.6%) (1.6%) (4.6%) (5.7%) (5.1%) (5.1%) (7.4%) (11.5%)

2,210学級 6,948学級 14,368学級 19,534学級 20,997学級 21,552学級 27,643学級 42,002学級

(0.5%) (1.6%) (3.5%) (4.6%) (4.4%) (4.9%) (7.2%) (10.8%)

19,989人 45,390人 70,620人 82,280人 76,030人 45,363人 52,268人 93,212人

(0.2%) (0.5%) (0.8%) (0.8%) (0.6%) (0.5%) (0.7%) (1.3%)

8,295人 24,439人 51,063人 49,364人 36,615人 23,379人 24,431人 41,442人

(0.2%) (0.4%) (1.1%) (1.1%) (0.7%) (0.5%) (0.7%) (1.3%)

28,284人 69,829人 121,683人 131,644人 112,645人 68,742人 76,699人 134,654人

(0.2%) (0.4%) (0.9%) (0.9%) (0.7%) (0.5%) (0.7%) (1.3%)

※下段(　)書きは、小・中学校全体の学級数又は児童生徒数に占める割合。

【特別支援学校】

昭和34年 昭和39年 昭和44年 昭和49年 昭和55年 平成５年 平成13年 平成21年

小学部 1,954学級 2,300学級 3,002学級 4,631学級 8,748学級 9,219学級 9,653学級 29,015学級

中学部 962学級 1,435学級 1,953学級 2,625学級 5,370学級 6,087学級 6,505学級 12,987学級

計 2,916学級 3,735学級 4,955学級 7,256学級 14,118学級 15,306学級 16,158学級 42,002学級

小学部 16,439人 18,089人 20,586人 26,125人 41,001人 28,097人 27,996人 93,212人

中学部 8,443人 13,052人 14,342人 15,273人 24,624人 20,240人 20,386人 41,442人

計 24,882人 31,141人 34,928人 41,398人 65,625人 48,337人 48,382人 134,654人

（学校基本調査報告書）

第１次 第２次 第３次 第４次 第５次 第６次 第７次

(S34～S38) (S39～S43) (S44～S48) (S49～S53) (S55～H3) (H5～H12) (H13～H17)

15人 15人 13人 12人 10人 8人 8人

注１

10人 10人 8人 8人 7人 6人 6人

中学校

小中計

学 級 数

児童生徒数

特別支援学級及び特別支援学校の学級編制標準の改善経緯

特
別
支
援
学
校

特別支援学級及び特別支援学校の学級数及び在籍者数の推移

児童生徒数

学 級 数

小中計

中学校

小学校

小学校

注１　第１次計画では、養護学校の学級編制標準は定められていなかった。

小
・
中
学
校

※　平成１８年度以前は、特別支援学級は「特殊学級」、特別支援学校は「盲学校、聾学校及び養護学校」における学級編
　制の標準である。

特別支援学級

小・中学部

重複障害の
場合は5人

重複障害の
場合は5人

重複障害の
場合は3人

重複障害の
場合は3人

重複障害の
場合は3人



特別支援学校の在籍者数別学級数

【7人～】
8学級
0.1%

【6人】
682学級
13.3%

【5人】
945学級
18.5%

【4人】
1,088学級
21.3%

【3人】
991学級
19.4%

【1人】
722学級
14.1%

【2人】
681学級
13.3%

【7人～】
15学級
0.4%

【6学級】
875学級
22.2%

【5学級】
1,039学級
26.4%

【4学級】
804学級
20.4%

【3人】
536学級
13.6%

【2人】
368学級
9.3%

【1人】
304学級
7.7%

【4人～】
96学級
1.7%

【3人】
4,224学級
71.4%

【2人】
1,269学級
21.4%

【1人】
328学級
5.5%

【1人】
292学級
7.9%

【2人】
953学級
25.7%

【3人】
2,393学級
64.6%

【4人～】
65学級
1.8%

中学部小学部

中学部小学部
1学級当たり生徒数

2.6人
1学級当たり児童数

2.7人

1学級当たり生徒数
4.2人

1学級当たり児童数
3.6人

単一障害学級

重複障害学級



特別支援学級の現状（平成21年5月1日現在）
特別支援学級は、障害の比較的軽い子どものために小・中学校に障害の種別ごとに置かれる

少人数の学級（８人を上限）であり、知的障害、肢体不自由、病弱・身体虚弱、弱視、難聴、言語障
害、自閉症・情緒障害の学級がある。

特別支援学級数及び特別支援学級在籍者数の推移

113,377

42 ,06740 ,00437 ,94135 ,94634 ,014

23 ,400

135 ,166

104 ,544
96 ,811

66 ,681

124 ,166

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

９年 １７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年

特別支援学級数

特別支援学級在籍者数

…

1,216

714

難聴

1,488

488

言語障害

42,06715,0992981,1532,53621,779学 級 数

135,16649,9553592,1174,22175,810在籍者数

計自閉症・

情緒障害

弱視病弱・

身体虚弱

肢体不自由知的障害

････

【出典】文部科学省「学校基本調査」

※平成18年度までの表記は盲学校、聾学校及び養護
学校とする。以下同じ。

特別支援学校の現状 （平成21年5月1日現在）

1,03012929563211683学 校 数

117,03518,92631,086102,0848,4615,798在籍者数

計病弱・身体虚弱肢体不自由知的障害聴覚障害視覚障害

※注：平成19年度以降の数値は、複数の障害種に対応できる特別支援学校制度へ転換したため、幼児児童生徒の障害種は学級編制に

より集計し、学校数については、対応している障害種毎に集計した。そのため、重複障害学級在籍者および複数の障害種に対応して
いる学校についてはそれぞれの障害種に重複してカウントしているため、各障害種の数値の合計は特別支援学校の計とは一致しない。

【出典】文部科学省「学校基本調査」

特別支援学校（幼稚部・小学部・中学部・高等部）在籍者数の推移
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